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A. 研究目的 

急速に少子高齢化が進む我が国において、地域

包括ケアシステムの推進が求められている。それ

を担う人材として近年、総合的な診療を行う医師

の養成の必要性が高まっており、令和元年６月の

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」において

は、医療提供体制確保の観点から、総合診療医の

研究要旨 
急速に少子高齢化が進む我が国において、地域医療を担う人材として、総合診療医の養成の

必要性が高まっている。そのためには、地域医療に従事する総合診療医の必要数を把握したう

えで、その医師数を養成するために、卒前教育、臨床研修、専門研修、生涯教育（再教育含む）

の各フェーズにおける切れ目のない教育プログラムの提供が求められる。 
このような背景を踏まえ、今回我々は、１）今後の医療需要の変化を反映した地域別の総合

診療医の必要数を算出するシステムの開発、２）現在国内で実施されている総合診療医を養成

するための研修制度の比較検討、３）卒前教育～生涯教育を通して活用できる研修目標及びマ

イルストーンの作成とその評価ツールの開発、４）能動学習を可能にする教育効果の高いオン

ライン研修プログラムの開発と教育効果の検証を目的とする研究を行った。 

総合診療医の必要数については、総合診療医の診療範囲や担当する患者数などのパラメータ

を投入すれば、年別・地域別に算出できるシステムを構築した。総合診療医を養成するための

教育制度については、目指す方向性は共通しているものの、その内容は主催者によりさまざま

であり、教育カリキュラムとしても多くの課題が残されていることが明らかになった。総合診

療能力の修得に関して、卒前教育から生涯教育に至るシームレスな教育を実現するための研修

目標とマイルストーンを作成した。そして、研修プログラムのオンライン化と、教育効果をモ

ニタリングするための評価ツールの開発を行った。 
今後は、さまざまなセッティングにおける総合診療医の必要数を実際に算出する。教育プロ

グラムの標準化・体系化および評価ツールの開発を行い、このツールを用いて現行の総合診療

医養成に関する研修制度の比較検討を行う。研修プログラムのオンライン化と教育効果の検証

を進め、感染状況に左右されず、全国どこからでも効果的に研修できるプログラムの開発を進

める。このような取り組みを通して、我が国における総合診療医の増加および資質向上に寄与

できる知見を提供していく予定である。 
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養成の促進や、総合診療専門研修を受けた専攻医

の確保数について議論を行うこととされている。 

一方で、総合診療専門医については、制度も始

まって日が浅く、人数も専攻医全体の約 2%に過ぎ

ない。地域で総合診療医として活躍する医師を増

やすために、その必要数を算出したうえで、卒前

教育、臨床研修、専門研修、生涯教育（再教育含

む）の各フェーズにおける切れ目のない教育プロ

グラムを提供することが求められる。  

そのため、本研究では、以下を目的とする研究

を行った。 
1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（資

料１参照） 
今後養成すべき総合診療医の必要数を推測す

るために、医療をめぐる状況の変化や、臓器専門

医とのタスクシフティング等を考慮した将来の

総合診療医の必要数について、データに基づいて

算出するための方法やツールを開発することを

目的とした。 

2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究１） 
現在、医師会や病院団体、学会などの団体が独

自に総合的な診療能力を修得するための教育制

度を提供しているが、それぞれ、目的や対象、養

成・認定のプロセスも異なる。そこで、これらの

制度に関する情報収集を行い、比較検討を行って、

今後の総合的な診療能力に関する研修プログラ

ム作成の参考資料とすることを目的とした。 

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究２） 
今後ますます増える総合診療医に対する国民

からのニーズに応えるという社会的使命を考慮

すると、総合診療能力の修得について、卒前から

初期研修、専門研修まで一貫した目標の設定が不

可欠である。目標が明確に設定されれば個々のス

テークホルダーの強みを生かしながら方略の自

由度は許容される。同様に評価も担保することが

可能となる。そこで本研究では上記の目標につい

て医療者教育の各 Phase、また、各ステークホル

ダーにおいて統一して用いることができる目標

の設定を主たる目的とした。 

4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

３－５) 
これからの地域医療では、総合的・俯瞰的にプ

ライマリ・ケアの機能の改善をはかることができ、

かつ組織の運営に積極的に関与できる人材とし

ての総合診療医の養成が重要となる。さまざまな

学会・団体がそのような医師の学習を支援するプ

ログラムを導入しているものの、COVID-19の流行

により対面での研修が難しくなっている。そこで、

既存の対面式の研修をオンライン化し、可能な限

り能動的学修を取り入れることによって、

COVID-19の感染状況に左右されずに、地域に居な

がら実践力を修得できる教育プログラムや教材

を開発した。（ノンテクニカルスキル研修：分担

研究３、診療実践研修：分担研究４）また、研修

直後の知識の確認だけではなく、研修で学習した

内容が、実際に学修者の診療範囲の拡大につなが

っているか等のモニタリングを含む教育効果の

検証を行うツールを開発した。(分担研究５) 

 

B. 研究方法 
1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（資

料１参照） 
患者調査および市区町村別性年齢階級別推

計人口などのデータを地域の医療需要の基礎

情報として、傷病分類別にみた総外来患者数に

対する総合診療医が担当する患者の比率（総合

診療スコープ）や、1 日あたり外来患者数、重

症度別にみた入院患者のうち総合診療医が担

当する患者の割合、1 日当たり訪問診療患者数

などのパラメータを投入すると総合診療医の

必要数を外来診療、入院診療、訪問診療に分け



て推計する手法を開発し、そのアルゴリズムを

実装したアプリケーションを作成した。 
2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究１） 
総合的な診療能力を修得するために、各種団

体・学会等が実施している６つの制度および総

合診療専門研修プログラムを取り上げて、対象、

期間、研修施設や指導医認定基準の有無、目標

（実戦経験すべき疾患・病態、手技、診療、連

携などの具体的な提示の有無）、方略（研修の

場、診療実践の有無、集合研修の有無）、評価

（ICT、ポートフォリオ他を活用した経験目標

に対する経験値確認や実践力評価の有無、客観

的試験・面接試験の有無）などの項目について、

比較検討を行った。 
3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究２） 
まず、国内外の総合診療教育に係る状況を調

査確認した。次に、総合診療専門医制度の整備

基準および研修手帳をベースとして、卒前教

育・臨床研修・専門研修・生涯教育のそれぞれ

のフェーズごとに、総合診療能力に関して修得

すべき研修目標を設定した。また、項目ごとに

レベル別のマイルストーンを試行的に設定し

た。 
4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証（分担研究

３－５） 
全日本病院協会/日本プライマリ・ケア連合学

会の協力の下で、両者が実施している総合医育

成プログラムを対象として、2021 年度に開催さ

れたノンテクニカルスキル研修コースおよび診

療実践コースをオンライン化した。オンライン

での開催に当たっては、既存の対面での内容を

そのまま施行するのではなく、受講者が集中力

を持続させられるようにブレークアウトセッシ

ョンを取り入れたり、実演指導のハンズオンな

どを新たに追加したりするなどの工夫を行った。 
また、診療実践コースについては、オンライ

ン研修を実現するためのアプリケーションや、

自宅で実習できる安価な模型の開発も合わせて

行った。 
評価方法としては、日常診療における総合診

療医の専門的な知識・スキルの修得と実践に関

する状況を重点的に測定するため、研修前/研修

後の調査だけではなく、研修期間中のプログレ

ス評価（進捗状況の評価）および研修修了後の

フォローアップ評価を行う計画とした。 
 

（倫理面への配慮） 
本年度実施した内容は、公開されている統計

資料に基づく総合診療医の必要数算出ツールの

開発、教育プログラムやオンデマンド教材、評

価ツールの開発等が中心であり、本年度に関し

ては、「人を対象とする生命科学・医学系研究に

関する倫理指針」において、倫理審査委員会に

おける審査が必要な内容は含まれていない。 
 
C. 研究結果 
1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（資

料１参照） 
Excel のマクロ機能を利用して、以下の機能

を持つアプリケーションを開発した。いずれも、

推計に必要なパラメータを変更すれば、感度分

析ができる機能を備えている。 
① 外来医師数推計 

・患者調査や人口統計・人口推計などから、

二次医療圏別、都道府県別に外来の必要総合医

数を推計する。 
② 病棟医師数推計 
・地域医療構想などから、都道府県別に病棟

の必要総合医数を推計する。 
③ 往診・訪問診療医師数推計 
・地域医療構想などから、都道府県別に往診・



 

訪問診療の必要総合医数を推計する。 
2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究１） 
本研究で検討の対象としたいずれの制度も、総

合的な診療能力の向上と地域包括ケアによる医

療連携の向上を目標としていた。一方で、日常

診療を基本としているものの経験すべき疾患・

病態、診察・検査、手術・処置、地域医療の経

験等の詳細項目が明確化されていない場合が多

いこと、研修内容（方略）や指導体制（指導医・

指導施設）の課題があること、本人に対する最

終的な知識や実践力の評価規準がない制度が多

いことなど、総合診療専門医制度と比較して具

体的な知識や技能を習得するための研修機会や

評価において大きな差異があることが明らかに

なった。 
3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究２） 
国外においては特に総合診療医がその国の

医療の大きな役割を担っている国（アメリカ、

カナダ、イギリス、オーストラリア）において

は国として統一した総合診療医が持つべき能力

＝コンピテンシーを規定し、それらを修得する

ための研修方略と評価がなされていた。また、

医師としての発達段階に応じて修得すべきコン

ピテンシーのレベルも設定されており、卒前か

ら生涯教育に至る段階ごとに評価が可能なレベ

ル別の評価表（マイルストーン）も設定されて

いた。 
本研究では、日本専門医機構の総合診療領域

が掲げる７つのコンピテンシーを基本に、上記

の国内外の総合診療の教育研修に係る文献的調

査の結果を踏まえて、日本の総合診療医の共通

のコンピテンシーとその評価可能なレベル段階

としてのマイルストーンの作成を試みた。マイ

ルストーンは医学科卒業時から初期臨床研修修

了時、中間地点、専門研修修了時、それ以上の 5

段階に設定し、他診療科から総合診療を目指す

医師の評価にも対応できるようなフォーマット

とした。 
4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

３－５) 
10 回の診療実践コース 10 回、ノンテクニカ

ル研修コース 11 回についてオンライン化した。

対面形式との環境の違いを十分意識して、オン

ラインに適した個人ワーク、グループワーク課

題の提示や、ブレークアウトセッションの導入、

同時オンライン編集できるアプリケーションの

活用などの工夫を重ねた結果、オンラインであ

ってもかなり interactiveな研修を導入すること

ができ、受講者の反応もおおむね良好で、実践

的な学びにつながっていることが確認できた。

受講者からは、全国どこからでも、自宅や職場

から参加できる利便性を評価するコメントも多

く寄せられた。その一方で、インターネット接

続環境が悪く十分に聞き取れなかったり、画面

操作に慣れず、グループワークに十分参加でき

なかったりすることもあるなど、オンライン特

有の課題も指摘された。 
オンラインに適した研修ツールの開発につい

ては、本年度はプロトタイプの開発と、インス

トラクターによるトライアルを行って、抽出さ

れた課題への対応を行っている段階である。 
教育評価に関しては、教育効果の検証のため、

プログレス評価（進捗状況の評価）として、コ

ース開始時のベースライン調査およびコース開

始の 1 年後、2 年後及び修了時評価を行い、さ

らに、フォローアップ評価として、修了から 6
か月～1 年後に Web アンケートによる評価を実

施する計画とした。評価項目については、現場

での実践に生じた変化を効果的に測定するため

に、想定される主な対象者が、受講前の日常診

療では行っていないことが多い項目で、研修プ



ログラムを受講することによって、診療の範囲

や診療の幅を広げられることが期待される内容

にフォーカスして協議を行い、設定した。 
 

D. 考察 
1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討 

総合診療医の必要数の算出においては、医療

の需要と供給両方の側面から検討する必要があ

る。今回開発したツールを活用すれば、年別、

地域別、疾患別、医療サービス別（外来、病棟、

在宅）の医療ニーズの数値化がある程度可能で

ある。しかしながら、総合診療医が診療を担当

する（すべき）範囲とアクティビティ（1 日に

診療する患者数）を設定しなければ、必要数の

算出はできない。さらに、この設定条件は、医

師多数地域と医師少数地域では異なる場合もあ

るため、シチュエーションによる違いも考慮す

る必要がある。 
本年度は、上記のパラメータを設定すれば、

自動的に必要数を算出できる環境を整えた。次

年度以降は、さらにアプリケーションの利便性

を高めるとともに、パラメータを設定するため

の検討を行っていく予定である。パラメータの

設定には、さまざまな条件が関係するうえ、客

観的な数的根拠が出しにくい側面がある。その

ため、どのような枠組みで検討し、どのような

プロセスで決定するのかについて議論を深めて

いく必要がある。あわせて、多様なシミュレー

ションが可能となったシステムを活用して、最

適なモデルを探索する試みも行っていく予定で

ある。 
2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究１） 
いずれの制度も、総合的な診療能力の向上と

医療連携の向上を目標としている一方で、中に

は特定の施設における日常診療を基本とするだ

けで、経験すべき疾患・病態、診察・検査、手

術・処置、 地域医療の経験等の細かい目標が明

確化されておらず研修内容（方略）や指導体制

に課題がある制度や、本人に対する最終的な知

識や実践力の評価規準がない制度が多いなど、

基準となる総合診療専門研修プログラムと比較

して、カリキュラム構築に大きな差異があり、

またカリキュラムの基本要素を満たしていない

部分が多いことが明らかになった。 
次年度は、今回の比較を踏まえ、各制度の担

当者や受講者にインタビュー等を行ってさらに

詳細な情報を集めて各研修制度の特徴や教育効

果、課題を明らかにするとともに、研修の共有

化や相互乗り入れの可能性などに関する検討を

行う予定である。 
3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究２） 
国外の総合診療における研修においては、い

ずれの国でも国民の求める医療に資する総合診

療医の育成を行っており、それに比べて、日本

のシステムはまだ改善の余地が大きく残されて

いると言わざるを得ない。 
国内においては各種学術団体や組織が総合

医の育成に力を入れ始めているが、現状、具体

的なコンピテンシーを設定し、それらを評価し

ている組織は限られている。そこで、評価尺度

を関連団体で統一して、どの施設でも、どの段

階でも、同じ尺度で日本の総合診療医が修得す

べきコンピテンシーを評価することができれば、

地域で総合診療医として働く医師が、国民の期

待に沿う能力を有していることを担保できる可

能性がある。 
今回、日本専門医機構が掲げる総合診療専門

医のコンピテンシーを基に卒前から初期臨床研

修、専門医研修でも用いることができるマイル

ストーンの作成を行った。しかし、これを現場

で用いるためには、実用可能な評価ツールが必

要となる。特に今回のマイルストーンで設定し



 

たレベル３、総合診療専門医ではないものの地

域医療の現場で総合診療医として患者のマネジ

メントを行っている医師の質の担保は、今後の

日本の地域医療の質の担保に直結するものなの

で、レベル３の部分を重点的に現場での医師の

能力判定の共通の物差し＝測定ツールとして活

用できるものの作成が望まれ、次の Step として

作成していく予定である。 
4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

３－５) 
本年度は、診療実践コースのオンライン化は、

多くのコンテンツにおいて問題なく実現され、

参加者からの満足度も非常に高かった。また、

コースを運営していく中でオンラインでの教育

コンテンツの提供に関するスキルも上がり、よ

りスムーズな運営が可能となっていった。実際

の教育効果を検証した結果も踏まえながら、対

面と遜色ないレベル、もしくは対面以上のレベ

ルの教育プログラムを引き続き開発していく。 
オンライン研修ツールの開発については、実

際にコース実施が可能なレベルまで改良が進ん

でおり、来年度は実際に受講者を対象にしたコ

ース運営を企画する予定である。 
教育効果の検証については、本年度開発した

ツールを、次年度以降に実際に運用して、研修

前/研修後の評価だけではなく、フォローアップ

評価を行って、地域の現場での診療の改善につ

ながっているかを評価していく予定である。 
 

E. 結論 
総合診療医の必要数については、総合診療医の

診療範囲や担当する患者数などのパラメータを

投入すれば、地域別に算出できるシステムを構築

した。今後は、パラメータの設定に関する検討を

進めていく予定である。 
総合的な診療能力を修得するための教育制度

については、目指す方向性は共通しているものの、

その内容は主催する団体等によりにはさまざま

であり、教育カリキュラムとしての課題が多く残

されていることが明らかになった。 
総合診療医の養成は、卒前教育から生涯教育ま

でのシームレスな教育システムの構築が重要で

あり、標準化・体系化された教育カリキュラムや

評価ツールの開発が必要不可欠であり、本研究で

作成された試案をベースに、より完成度を高め、

実用的なものに改善していくことが求められる。 
そして、その知見を活用することで、各種団体

が実施している教育プログラムの特徴を明らか

にするとともに、内容の標準化や、教育コンテン

ツの相互補完や共有化を図ることができ、もって

我が国における総合診療医の増加および資質向

上に貢献できる可能性が示唆された。 
研修のオンライン化については、研修内容の工

夫や各種オンラインシステムの活用、オンライン

研修に特化した研修ツールの開発により、対面研

修と遜色のない教育効果の高いオンライン研修

プログラムが実施できることが示された。オンラ

イン研修は、感染状況に左右されることなく、全

国どこからでも参加できることから、地域医療の

第一線で診療に従事する医療者にとって、研修機

会の増加につながる大きなメリットがある。今後

さらにプログラムの改善を図るとともに、その教

育効果についても、単なる知識の修得だけではな

く、実際に地域で実践される診療の変化という観

点から体系的にモニタリングし、その成果をプロ

グラム開発にフィードバックすることによって、

さらなる研修プログラムの改善を図るとともに、

上述した各種団体の研修プログラムでも計画的

に活用することにより、より効果的な研修が実施

できる可能性が示唆された。 
 

F. 健康危険情報 
なし 



G. 研究発表 
1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
なし 
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総合診療医の「必要医師数」の算出方法の検討  

 
研究協力者 筑波大学医学医療系 客員准教授・ 

住友重機械工業株式会社本社人事本部安全衛生グループ 主管 佐藤 幹也 
研究協力者 自治医科大学 地域医療学センター 地域医療政策部門 教授 小池 創一 
 
1．緒言 
我々は 2018 年に、2016 年国民生活基礎調査，日本の将来推計人口，2016 年介護保険事

業状況報告を用いて、2025 年の外来通院者数，通院傷病件数，要介護認定者数を外来診療
需要の変化の指標として算出した（厚生の指標に「高齢化に伴う今後の外来診療需要の推計
と総合診療の役割」として公表）。その結果からは、2025 年に向けて都市部の後期高齢者の
外来需要が著しく増加すると推測され、総合診療医型の外来診療への転換がその対策とし
て有効であると考えられた。 
本研究班はこの研究を発展させて、患者調査および市区町村別性年齢階級別推計人口な

どのデータを地域の医療需要の基礎情報として、傷病分類別にみた総外来患者数に対する
総合的な医療を行うことのできる医師（以下「総合診療医」という。）が担当する患者の比
率（以下「総合診療スコープ」という。）、1日あたり外来患者数、重症度別にみた入院患者
のうち総合診療医が担当する患者の割合、1 日当たり訪問診療患者数などのパラメータを投
入すると必要数を外来診療、入院診療、訪問診療に分けて推計する手法を検討し、必要総合
診療医数を外来、入院、訪問診療別に推計可能なアプリケーションを開発した。 
２．アプリケーションの仕様 
【アプリケーション名】二次医療圏別総合診療医師数推計アプリケーション 
【発注先】株式会社ライトウェル（東京都千代田区） 
【機能仕様】 
① 外来医師数推計 
・患者調査や人口統計・人口推計などから、二次医療圏別、都道府県別に外来の必要総合

医数を推計できること。 
・データソースは、ダウンロードしたままのフォーマットで読み込めるようにすること。 
・推計に必要なパラメータを変更して感度分析ができること。 
・推計結果（設定シート、都道府県別推計結果、二次医療圏別推計結果）が別ファイルと

して切り出せること。 



② 病棟医師数推計 
・地域医療構想などから、都道府県別に病棟の必要総合医数を推計できること。 
・推計に必要なパラメータを変更して感度分析ができること。 
・推計結果（設定シート、都道府県別必要総合医数推計）を別ファイルに切り出せること。 
③ 往診・訪問診療医師数推計 
・地域医療構想などから、都道府県別に往診・訪問診療の必要総合医数を推計できること。 
・推計に必要なパラメータを変更して感度分析ができること。 
・推計結果（設定シート、都道府県別必要総合医数推計）を別ファイルに切り出せること。 
④ ①から③は、いずれも EXCEL マクロを使用して作成し、推計結果のアウトプット

は表形式等とする。 
【成果物】 
次ページ以降に成果物のスナップショットを示す。 
 

  



３．アプリケーションの概要 
① 必要総合診療医数推計：外来推計 
作業ポータル 

 
 
パラメータ設定画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
使用方法の説明 

 
二次医療圏別必要総合診療医数推計画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



都道府県別必要総合診療医数推計画面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 

 
入院・訪問診療推計 
作業ポータル 

 
 



パラメータ設定画面 

使用方法の説明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



二次医療圏別必要総合医数推計画面（入院） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
二次医療圏別必要総合医数推計画面（訪問診療） 
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